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中国東北三省における都市貧困問題の構造と対策 (1)
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まとめにかえて

はじめに

中国経済は､1978年から ｢改革 ･開放｣政策を実施して以来､急速な経済成長を遂げてきた｡社会

主義計画経済体制から市場経済に移行するプロセスにおいて､成長使先 ･経済開発効率優先の政策を

確立 し､一部の地域 .階層が先導する経済成長を基礎に､その波及効果を狙った政策を遂行して発展

してきた｡ しかし､経済の成長につれ,中国における貧富の格差が拡大 しつつある｡富める者はます

ます富み､貧しき者はますます貧しくなるという両極分化が目立つようになってきた090年代半ば以

降､国有企業の大幅な改革により､従来の所得配分平等主我が崩れ､経済的に不安定化になっている

人が多く出てきた｡失業者が増大 し､また所得格差の拡大および貧困問題が深刻化 して､各地で暴動･

騒乱が塀楽に引き起こされ､社会安定 .経済発展が脅かされている｡

中国は発展途上国のひとつとして､貧困問題が以前から存在していたOその中で､中国政市の基本

的対策は農村の貧困であった｡段村貧困問題を本質的に解決するには､改革 .開放による経済成長と

政府の ｢扶貧｣政焚1､つまり地域開発と経済発展政策が重要であり､中国農村の貧困問題はこれら

の政策によって劇的に改善されたO他方､とりわけ1990年代後半からの市場化 .国際化の急速な進展

により､新たに都市貧困問題が発生したO人口が爆発的に増大 している中国都市部における貧困問題

は､中国政府にとって迅速な解決を迫れる新 しい課遇となった2｡

挟ま亨とは.政府のjltq<村ii困削減政策である｡新rFl国柁剛を､70咋代末ⅣH:なっても.ll-!柑部におけるf‡附人目はlけ外の王を閑
人口の4分の1を占め､2応5CO)JJ人にも適している｡1986年に国務院は壬i園地減軽続発放指鱒小机を.a'l'FTL.JTT{相の行脚
脱却のrW連政策を制定した01993年には､全国のGtq.柑iモ閑人｢】は1978年の25位人から8003万人に減少Lたのである｡さらに
1994糾こrl個枚柵よ｢八七扶汀攻開封画｣(｢八｣とは8(X和71人のiモ困人｢T､｢七｣とは71川】)を発来し1999畔には､月号付
の壬‡困人口は34∞万人に減少し､王‡帽人口比準は307%から3%に低Fした(ri)務院扶矧岸J発訂博′小机斤公IjihTTl2CO3】､p4).
なお本論文では,E是村と郎市の壬i困発生のメカニズムが純なると考R_､許榊iE!J指の叫でも帆1】行田閃掛二絞って分析する0
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本論文の目的は､中国の都市貧EB間鐘に注ElL.中国東北三省を対象に分析して､その実態と構造

を明らかにすることである｡特に､中国東北三省の場合､地域特有の資源枯渇や産業構造の歪みに注

目し都市貧困問題を分析する｡こうした視点は､東北三省に限らず中国の他の内陸地域経済にも共通

する問題点である｡また､東南沿海部に資本投下が典申した結果､東北地域で産業空洞化現象が軽こ

り､多数の失業者も生まれたことも,東北三省の貧困問題を深刻化する要因となっている｡こうした

右肩上がりの成長を遂げてきた中国経済の影の部分を詳細に分析し.地域および都市の貧困間葺を構

造的にどう解決できるか､その対策を考えていきたい｡

1 中国の撞清改革と都市における貧困問窺

中国は､1978年に､絶対貧困人口2億5000万人､貧EF牢25%以上の最貧国のひとつであった｡中国

の絶対貧困人口は主に農村に分布していた｡中国の虚村の絶対貧困基準は､国家統計局による ｢棲端｣

貧餌線3をペースとしている｡つまり､1日のカロリー摂取蕊が都市部の成人男性で2500キロカロリ

ー､女性で2400キロカロリーよりもさらに低い一人lEL2100キロカロリーという水準であるOこの貧

困基準Jは､1人 1日2100キロカロリーの食料エネルギー摂取という食料貧困ラインを求めた上､回

帰分析によって人々の非食料支出を推計し､食料貧餌ラインに加算して壌終的に貧困ラインを決める｡

｢改革 開放｣以降､都市貧困人口の構成は計画経済時代と大きく変化した｡体制転換により､国有

企業からの一時帰休者.｢下尚職工｣､｢待rigJ職工｣など人々たちが貧困者の大部分を占めるようにな

った0本稲では,中国におけるこの新しい都市貨Efl間越の構造とそれが生み出される要因を解明した

いO

(1)農村の貧困とその改善

中Blは世界で痕も人口 ･労助力が多い国であり､現在でも全国人口の6割以上が農村部に住み､全

従共著の5割弱が段兼に従事している農民国家である｡そして国民1人当たり耕地両横､農業就茶者

l人当たり耕地面横などが､滋も低い国でもある｡耕地Ihaあたりの良薬人口は9.1人であり,イン

ドの3倍､日本の6倍という人口密度である｡農村には膨大な過剰労働力が存在し､とくに内陸地域

は深刻である｡

計画経済時代の中国の指導者は､1950年代初から約30年間､｢失業 .貧困を絶滅｣､｢すべての人々

を平等に｣というスローガンを掲げてきたが､現実にはあまり改善されなかった｡都市においても農

村においでも､この時期を通じて実質的な生活水準の向上は捷めて緩慢であった｡当時はBl民の不満

が表面化しなかったが､政治的に潜在的失業問題と世界般安国である実態を覆い隠してきたにすぎな

】r銭箱｣itt61(絶対汁嗣)とは.1985年時凸における1人､■托 L)3FlE;J食73(主食となる穀臥 芋類及び大豆)77l狩200kg以
ト かつ1人上■'lたl川JFi;Ir純収入｣200元以 F(佐藤12003Lpp56-60)｡
[FJltlの打開脹坤はlLt非klrTの 1人IEl巧たり1ドルという刑竹 所書mt脚線と比べてもかなり低い基tFE_である｡
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い｡当時の指導者は､都市への過剰移民の防止と､完全雇用の維持および都市住民の食料確保のため､

1958年から都市と農村とを隔鞍する ｢戸籍制度｣を実施してきたO各個人は,その居住地域において､

都市戸籍と農相戸籍身分のいずれかを有する者として登録され.農相戸籍身分を持つ者の大学進学な

どごく限られた場合を除くと､農薬戸籍から非農業戸籍への転換は厳しく制限された｡戸籍の登録 ･

転出入 ･(非農業戸籍への)転換の業務は公安部門で行うが､自己の都合を理由に地域間で移住する

ことはほとんど不可能であったQ稔人口の2割を占める都市の戸籍を持つ人々たちは､(丑雇用機会の

行政的配分と終身雇用､②食料をはじめとする基碇的生活資材の配分制度に基づく ｢合理的低賃金｣､

③従業員および家族の社会保障 ･福祉プログラム,といった制度に組み込まれていた｡すなわち､都

市戸籍をもつ人たちは職場一企菜 榛関で､貸金のみならず食料をはじめとする基礎的生活物資の配

給､住宅､子女の教育､医療 .老後保障年金など生活のすべてを所属する企業 ･横関に依存して享受

することができた｡これを拭民に無制限に適用するのは不可能であった｡また､都市従業月の流動性

は著しく低く､郡市から都市に移動するも安易なことでなかった0

-万､農村戸籍を持つ農業などに従事する人々たちは､都市に物資的資源を叔大限供給し､良民の

私的経済活動に対しては厳しい統制を受けていた｡国家により主要農産物は強制調達されるが､都市

住民のように社会保障と福祉の享受することも-切ない｡8割近くを占める戯村戸拝を持つ農民たち

は､低所得に甘んじ､ほとんど保障のない状態の下で暮らしていたOこのように,都市と農村は制度

的に隔催されており､制度的にも実態としても二重構造が形成された01970年代末時点において,農

村人口のおよそ3分の1が絶対貧困の状態にあった｡1978年に中国lあたりの年収100元に満たず､

公式統計では貧困者数が2億5000人であって､世界銀行のいう叔貴国の一つであったO

つまり､計画経済時期から中国の貧困問題は-耳して大きく存在していたが､ジニ係数をみると.

1978年時点の都市世帯内部のジニ係数が極めて低い｡農村世帯で026､都市世帯で018と,都市世帯

のほうが小さかったことがわかる｡

1978年以来､2億5000万人の絶対貧困人口を抱えていた中国政肘は､投薬中心の経済改革-農家請

負安任制度をはじめ､各種富民政策を行ったOその結果､計画経済下で遅れていた農村地域の経済は

飛躍的に発展したO中国の公式発表によると､1978年から2000年の間に､中国の農村貧困人口は2位

5000万人から現在の3000万人までに減少し,貧困人口比牢も307%から3%までに急速に減少しはじ

めた(国務院扶貧′ト組弁公墓編 【2003】)0

各地方政府も,農村の貧困脱却と農村開発の支援活動を政府の重点と位置づけ､段村費四時間題を

解決するために､農村の貧困地域の経済発展を援助して.毎年膨大な資金や人力を投入したo

中国農村の貧困ラインは､世界銀行の定兼と異なるが､それは中国の国情によって設定したもので

ある｡改革開放後の1985年に､国家統計局が国家国務院と協力し､農民1人当りの年間純収入200元

を農村貧吊ラインとして初めて設定したoその後､価格水車に応じて各年度の貧困ラインは調整され

ている｡農村絶対貧困ラインも1978年100元から1997年には640元に引き上げた (中国国家統計局 【各
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年版t国務院扶貧弁公重【2003】r中国農村扶貧開発概要])｡さらに､2005年末に､中国農村部に絶対
貧困ラインは693元になった(中国国家耗計局 L2006】)｡この基準に基づくと､農村部の絶対貧EE人口

は1998年には2148万人となり､1978年からの20年間に中国は約2億2000万人の絶対貧田人口を渡らし

た｡農村人口に占める貧困人口の比率も大幅に引き下げた｡農民 1人当たりの年間純収入は1985年の

206元から1998年には1318元に増え.さらに､2006年に農民-人当たり純収入は325493元になった (中

国国家統計局【1986H2000日20061)｡貧EE地域の生活レベルが向上し､生活条件が著しく改善された｡

世界貧困人口が年を追って増え､貧困間蓮が大きくなっているのに対して､中国農村の貧困人口は減

しっづけた｡

現在､中国では2148万人農村絶対貧困人口が存在しているものの､当時最も中国経済発展を妨げる

問題であった農村貧困問題は.計画経済時期における農民に対する種々の制限の緩和とともに,徐々

に改善されていった｡

(2)都市貧困者の発生と都市貧困基準

経済改革によって農村の貧困問題が改脊される一方､新たに都市で貧困間誼が深刻化した｡

1989年改革以前は､中国政府により民政部門の社会救済の対象に指定される貧困者または貧困世帯

は次のように規定されていた｡

① 孤児 幼く面倒できる親族がいない者

② 老人または高齢者世帯 仕事ができなくなった者

③ 病気を持つ者 長期病気で休兼中の者また傷病者世帯

④ 身体際富者または障害者世帯および固定所得のない者など

⑤ 1950年代に政府の合理化措置で農村に移住した労働者または｢文化大革命｣期 (1966-1976年)

に農村に強制的に移住された中 .高 ･大学生たちで､その後都市に斑探した定年退塀者とその世

帯､配偶者で定収がない定年退職者世帯など｡

以上の人たちは都市の貧困者に当たる｡こうした民政部門からの社会救済給付を定期的に受給する

伝統的な被保障対象は ｢民政対象者｣と定義される｡しかし.改革開放後の都市部においては､以上

の人たちの好餌人口を占める牢は低くなってきた｡

かわって増加したのは､経済市場化､国有企薬民嘗化に伴う貧困層である｡中国都市部における経

済は､大 ･中型国有企薬が占めるウェイトが大きい｡1979年の時点でそれは80%弱という高い比率で

あった｡1980年代から国有企業民普化が徐々に開始されるが､1980年代を通じて国有企業の従英日が

大丑解雇されることはなかった｡1990年代に入ると､国際化 ･市場化が急速に進行し.民間企業の成

長や外資企業の参入が顕著となり､El有企業は市場経済の波にさらされ､本格的な改革措置が講じら

れることになった｡国有企業による一時帰休 (｢下濁｣)という名の事実上の解雇が救増し､失業者が

大束発生し､隠れた失幕間韻が顕在化した｡失業者､一時帰休者､難 ･退戦時の所得水準の低下によ
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つて､新しい都市貧EE者層が形成された｡1997年に中国の都市人口は3億6989万人であったが､その

10%を占める最低所得者数 (最低所得世帯)を都市貧困者数とみなすならば.予測都市貧困者数は

3698万人に達している｡その中50%つまり1849万人は救済を要する絶対貧困人口である (張 120001.

p99)｡中B]民政部によると､2002年にはこのような人々は貧困層の70%以上を占めているO

中国の都市貧困基準は農村部と異なっているO都市部の貧困ラインは収入基準､栄養基輩､カロリ

ー基準で測るが､貧困者の基準は､所得源の中断や完全に所得を得られない者､所得があるものの極

めて低い者,最低必要な財 ･サービスを獲得する生活水準を維持するにはできない都市戸籍を持つ者

である｡

中国では,虫低生活保障の基準は ｢都市最低生活保障線｣で示されているOこれは､20品Elの生活

用品とサービスを皆幣換算した合計額であり､月額は地域によって異なっているが､北京市は300元(約

4500円)であるOこれによると､都市部の叔低生活保障人口､すなわち貧困人口は1996年の88万人か

ら2000年の382万人､2002年の1930万人に急増し､都市人口5の4%に適した (張 r20031.pll)｡さら

に2006年には､2241万人 (都市戸籍を持つ住民)が最低生活保障を受けている｡

都市部の貧困人口は二種類に分類できるQ

A ｢民政対象者｣ 上述の ｢中国政府により民政部門の社会救済の対象に指定される貧困者または

貧困世帯｣の対象者は2000年には84万7464人で､1999年の78万7616人と比べて76%増となっている

(中国国家統計局 r20021)｡ただし⑤を含まない｡⑤の人たちは定年前の基本給与の40%相当の救済

金を受給する者と､一定金額の救済金を受給する者で､統計によれば2000年には前者が22万745人､

後者が27万5949人で､それぞれ前年比､21%と37%減少した｡以上の数値はいずれも社会救済金の

受給者数であり､受給していない者が数倍にも達していると思われるo南京市を例とした調査結果

をベースに考慮すれば､⑤該当者のうち生活救済を必要とする者が全国で50万世帯､200万人以上

にも上ると推測されるO各地域経済発展の不均衡により､社会救済水準までも大きく違ってきたC

B 仕事に就いていないか所得の少ない者

① 労働能力と働く意思を持つものの､定職を失ったか,または所得が少ない者失業者

② 破産企業および操業停止､半停止企業の従某月

③ 一時帰休者 ｢下尚職工｣､｢待尚人月｣(詳しくは後述)

(む 定年退職者のうち定職前の所得が少なかった者

⑤ 良材戸籍を都市戸掛 こ切り替えたがまだ仕事が見つからない者,または段村戸籍を持つ家族の

いる家庭O

以上の都市の貧困人口は約1500万-2500万で､全国570カ所の制定都市の非農業人口 (都市戸籍)

5 1997年の中国の都市人口は3億6989万人である｡



1億7000万人 (1994年)のうち10%以上を占めている (張 【20031,p19)O実際には､都市部の貧困人

口の存在と急増現状を正確な規模で把握することは牡しいが､1999年の国際調査団の調査データを利

用し､中国政市統計局の貧困線 (収入基準､1999年では2152元)に基づいて計算すると､都市貧困率

は1988年の36%から95年の5%に上昇し､さらに99年には67%に上昇している｡それでも都市部にお

いて鋤いている貧しい農村からの出稼ぎ世帯を除いた数値である｡中国統計局は､2004年に中国の農

村部貧困人口が2600万人であったと発表しているO中国総人口40%に当たる都市部では､60%を占め

る農村部とほぼ同じ規模の貧困人口を二抱えていることが明らかになったO

(3)都市貧困層の分類

都市貧困人口は､①失業者､②一時帰休者 ｢下尚職工｣､(参 ｢待南職工｣､④定年退職で収入が少な

くなった者.⑤ ｢丘空転非｣と ｢半辺戸｣､の5形態に分類できる (張L20031)O

① 失菜者

中国政府が公式の失業率統計として発表しているのは ｢都市部登録失業率｣である,しかし､中国

政府の ｢都市部登録失業率｣の統計には､国有企業からの失業者がほとんど含まれていない｡そして､

lP韓の ｢都市部登録失英字｣は国際労物種関 (ILO)が定めた就業と失業の定弟に関する国際手基

車にも合致しない (丸川 [20031p73)0ILOの基準では､一定年齢以上のすべての国民を対象とす

ることを前提に､調査期間中 (1日または1週間)に1時間も仕事をしておらず.仕事をすることが

可舵で.かつ仕事を探していた人を失業者とみなすとしているoたとえば､El本の失茶事統計の出所

となっている ｢労働力調査｣では､月末の1週間に ｢少しも仕事をしなかった｣うえに ｢仕事がなく

仕事を探していた｣と回答した人を完全失業者とみなしている｡一方､中国の ｢都市部登録失業率｣は､

都市部に住み､都市戸籍を持ち､かつ男16-50歳､女16-45歳の人だけが対象で､仕事がなく､就業

の意欲を持ち,なおかつ地元の就業サービス機構に失業登録をしている人を失兼者とみられている｡

1LOの基準に比べると,中B]の失業統計は統計範関がかなり狭く､中高年失業者や農村の失業者が

抜け落ちてしまった｡さらに中国政府は1LOの基準に従って作られた失業統計は､1995-1997年の

間しか公表されていない｡1995年に行われた1%人口サンプル調査では､日本の基準と大体同じ位で

中国都市部の失業率は556%と､公式の ｢都市部登録失井草｣29%率よりかなり高く､やはり ｢都市

部登録失業率｣はB]際的基準からみれば過小評価だということがいえるOこの ｢都市登録失業率｣で

見ても､失業率は年を追って上昇傾向にあり､また央英軍の上昇と都市経済体制改革との間に正の比

例関係がみられる｡2002年には公式による失業率は40%､815万人に上っているO中国B]家統計局の

統計によると､2003-2006年の失業率は43%前後,失業者数はほとんど減っていない｡

(参 一時帰休者 ｢下尚職工｣

一時帰休者 ｢下尚職工｣は､1990年代以降出現した新しい失業の形態で､都市貧困層の中心である.
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一時帰休者は既に前の耽場での仕事を失っている上に新しい仕事に就いていない､という点では一般

の失業者と同じであるoただし､拭有企業からの解雇者として､所属していた企業で働きておらず賃

金受け取っていないが､企業との雇用契約は維持したまま､企業ごとに設置された再就職センターに

移った者で､長長3年間にわたり基本生活費を受給し､社会保障費の支払いも肩代わりしてもらいな

がら職業訓練や再就職斡旋を受けられる｡3年間を経てもなお再就職できなければ､企柔との雇用契

約は解除され､完全失業者となる｡中国の一時帰休者はアメリカの一時帰休者と違って､前の職場に

戻ることは基本的にない｡1998年3月に中国は一時帰休者 ｢下碗耽工｣の定義を改正したO｢第1に

企業との雇用関係が解除されておらず､しかし.第2に所属企業ではすでに仕事の持ち場からはずさ

れており､第3に社会に出て磯を求めていても､まだ､新しい戦が見つかっていない者｣という3つ

の条件を備えた ｢三無人月｣を一時帰休者 ｢下尚職工｣と定義した｡一時帰休者の存在は､中国政府

が国有企業の民営化を進めるため､企業労働者を削減せざるをえなくなったことに基因する｡契約違

反しないようにするために､整理対象労働者の労働契約は形だけは解除せず､一時帰休者 ｢下尚職工｣

という失業者と異なる身分を与えることにした｡そして､一時帰休者に対して一般の登録失菜者より

も良い待遇を与えることで労働者たちの不満を何とか緩和しようとしているOさらに統計には全撹有

企業の一時帰休者数億があるが､2000年以降は､国有企業の一時帰休者数が公表されるだけであり､

集団企業をはじめとするその企業の一時帰休音数は公表されていない｡つまり､現行の一時帰休者対

策は､国有企業の従某月を対象とするもので､その他の形態の企業は除外されているようである.

2000年以降､一時帰休者が年々減少している｡特に2002年に439万人となり､1998年の半分に減っ

ている｡この現象とは逆に､失業者の数は急増しているoそれは､国有企業の余剰人月が特有の補助

金を受給する再就職サービスセンターに入所しないで､直接失業者として社会に送り出されることに

なるからであるO

③ 待崩職工

｢待尚職工｣は仕事を待つ労働者の慈味ではあるが､以下3種類のものを指すQ

(》 破産企業と操業停止､半停止企業の従業月で､一時帰休者が入れる再就職センタ-に入所して

いない者

② ｢持崩｣または ｢長期休暇｣の名E]で､実質的生産ポストから外されたものの､一時帰休者と

認定されていない者｡

③ ｢両不探す｣という中国企業の独特の政策が適用される者｡すなわち元の企業に依存せず､ま

た元の企業もこの人たちを探さないという状態にいる者｡

｢持崩職工｣が存在する理由は､地方政府と国有企業が一時帰休者の統計数億をこれ以上に増やし

たくないことと､一時帰休者に対して基本生活補助金を支払う能力がないこと､さらに企業が彼らの

再就職と基本生活費の支給の辞任を持たなくても良いことの三つであるO一方､｢待尚職工｣は自力
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で仕事を探し､生活費を稼がなければならない｡彼らは ｢待尚｣期間中に完全な自由を手にしたこと

を意味する｡会社に行かなくてもよいし､企薬管理費や養老保険金､医療保険金､失業保険金を払わ

なくても良いことになっているoLかし､実際に､｢待繭職工｣の生活環境は失業者と一時帰休者よ

りも厳しい状態にもある｡多くの ｢持崩職工｣は仕事を持たないが､同時に一時帰休者の証明杏がな

いため､一時帰休者生活補助金を受給することができないばかりか,さらに最低生活保障金を申請す

ることもできない｡なぜなら ｢在職職工｣と見なされているからであるC

こうした ｢待尚職工｣は､主に破産企業と操業停止､半停止企業に典中しているO｢1995年 社会

藍皮沓｣によれば､1994年に全国の都市部で､操業停止､半停止となった企業は2800社580万人､

1999年には170万人に上った｡特に､国有企薬を多く抱える中国の古い重工業生産拠点基地では､国

有企業の経営状態が悪化したため､賃金未払いが頻発し､労働者の生活に直接な影響を与えるように

なった｡賃金未払いや圧金水準低下は従業月の基本的生活を直撃し､貧困生活を生み出している｡

④ 定年定職で収入が少なくなった者

中国は80年代に入ってから､賃金改革で何回か賃上げを行った｡賃上げをするたびに年金の給付水

準基準を改正し､定年定職者の年金額を確実に引き上げてきたが､貿上げをする前に定年退職した者

が多いため､年金給付の基準となる退職前の韮本給の水準が低く､年金の給付額がどうしても少なく

ならざるを得ない｡計画経済時代から､中国の年金は企業に任せる性格を持っている｡匡l有企業は直

接定年退職年金を給付し､老後の生活の面倒をみている｡従って､退聴前の企業の軽骨状態が良いか

どうかによって年金給付の可能性が左右されている｡1996年に操業停止,半停止になった企業の定年

退戟者のうち､退戟金の給付が遅れたり､減少したり､さらに受給されてない退碇者は150万人にも

達している｡1994年に比べているとかなり増えたといえる｡

⑤ ｢農転非｣と ｢半辺戸｣

｢農転非｣とは､農村戸椿から転じて非農村戸籍に､すなわち都市戸籍に切り替えたことをさすが､

その多くは､これまでに良薬で暮らしていた農民たちである｡都市規模の変更で､市街区域が拡張さ

れ､郷.鉄から県､市-昇格したことなどにより､農村戸籍が都市p-瀬に変更されるが,同時に農地

を請け負う権利を失うため､農薬ができなくなるC仕事に就けずに収入がなくなるケースも多く､ま

たそれらの多く人たちはもともと所得が位も低いグループに属していたので､｢農転非｣人口の増加
は結果的に都市貧困層の拡張を促すこととなった｡

｢半辺戸｣とは､夫姿のうち､どちらかが13pE村戸籍を持つ世帯のことをいう｡｢文化大革命｣後､都

市に回帰した知識青年世帯にはよくみられる｡農村戸籍を持つ家族は､都市に生活しても､国有企業

の仕事を就くのはほとんど不可能だった｡｢半辺戸｣は ｢急転非｣と同様.低所得世帯がその大半を

占めている｡

184



間LIJ大学大学院†t会文化科学研究科紀要第28ぢ(2009ll)

中国の都市貧困人口は､中国E]家統計局によると1500万人前後であるO中国社会科学院社会学研究

所によると,都市貧困人口3000万人という数値もでている｡

2 東北三省の経満状況と所得格差

中国東北三省地域(遼寧省､吉林省､異能江省)は､計画経済下で中国の工業生産の中心を担ってき

た地域であったoLかし改革開放後,東北三省の経済成長は停滞したO現在､高い失業率やエネルギ

ー資源の枯渇への対応､貧困人口の拡大､増大する社会保障費など､多方面に渡る課題に直面してい

る｡東北三省の経済活力の衰えが顕著になり､中国経済全体における地位も低下の傾向にあるo東北

三省は､重工業に著しく傾斜した東北経済特有の構造的な歪みを､21世紀まで引きずっている｡

(1)東北三省の経済環境

中国東北部位置する遼寧省､吉林省､異能江省 (または東北三省と呼ばれる)は､而柿78万平方キ

ロメー トル(全国の82%)で日本の約2倍､人口約 1倍人(全国の82%)と日本にほぼ匹敵する規模

を持ち､俊英､工業の立地条件に恵まれた地域である｡GDPでは2006年に中国全体の938%を占める

経済圏である (表1参照)0

表1 東北三省､長江デルタ､珠江デルタの基本指標の比較(2006年)

東北三省 長江 デルタ 珠江デルタ

面郁 (万km) 78.9 21_1 18.6

8.2% 2_2% 1_9%

人口 (万人) 10817 14151 9304

8.2% lO_8% 7_1%

GDP (億元) 19723 47494 25969

注 東北三省(遼寧省､吉林省､黒髄江省)､長江デルタ(上海市､江蘇省､析江省)､珠江デルタ(広

東省).長江デルタの人口は2005年末時点oその他は2006年末時点｡比率は全国に占める割合O

出所 中国国家統計局 r20071｡

昔から東北三省は､内陸部の山間部や荘漠とした砂環地帯と違って､資源が豊富なことで有名であっ

た｡計画経済時代の ｢第1次五力年計画｣(1953-1957年)において､特に原材料､樺稔､エネルギー

を中心に重工業基地を優先的に発展させる指導方針が確立され､東北地区には､国家の重点投資地域

として旧ソ連の援助の下で大型建設プロジェクト次々と配置さま1た｡当時全国に重点的に建設された
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106社の国有企業のうち,東北三省に建設されたのは54社であった01960年に､東北地域のGDPは

全国の18%､工業総生産は全国の230%を占めていた｡中国の計画経済時代,東北地域は中国の重工

業基地､自動車基地､石油基地､木材基地､および食椙生産基地であった｡

1980年代以降には､国家からの投資が沿海地域に傾いて､東北三省への投資が減少しただけでなく､

既存産業の停滞､衰退､設備の老朽化と市場経済化改革の遅れ､E]有企業における僻務､余剰人員の

負担による改革難と呼ばれている現象がでている｡遼寧省の場合､遼寧省統計局企業調査によると､

遼寧省独立採算制工業企業 (非E]有企業含む)のうち､1998年に遼寧省の国有企業数は2835社あった

が､そのうち1307社が赤字企業であり､全体の46%を占めている｡国有企業の労働生産性は､全E]20

位に下落し､特に､石炭,木材､石油の過度の開発による天然資源の枯渇などによって東北三省経済

成長の原動力が失われた｡さらに､天然資源の枯渇によって失業者が大丑に生み出されたことは,東

北地域の失業問題,貧困者問題のひとつの特徴といえる021世紀に入ってからは､｢新東北現象｣と

呼ばれるほどに経清停滞が深刻になった｡

中E]統計年鑑によれば､東北三省の国有企業の従業員数は1996年に1706万人で､全国31省.直轄市･

自治区全体の152%を占めるo匡楕~企業改革に伴う痛みをまさに共正面から受けた｡胡鞍鋼の中国戦

略構想 (胡鞍鋼 12004))によれば､1999年の従業貝リストラ比率が全国平均では183%であったのに

対し､東北地域の遼寧省は373%､吉林省318%､黒奄江省313%で､改革に伴う痛みは全国平均の

2倍となっている｡失業率が高い地域､すなわち東北三省は､国有企業からの一時帰休者が大鼓発生

した後.高夫莱状態からの脱出がなかなか叶わない地域でもある｡

1990年代以降は大量失業者がでている時代である0時に､東北三省の ｢資源枯渇型都市｣で失業問

題が探刻化になっている｡東北三省における資源開発の歴史はすでに100年に近くになり､石炭､鉄

鉱石､石油などの埋蔵量は残り少なくなっている (金鳳徳 【19991.pp卜 6)｡例えば,遼寧省では100

年間に21倍 トン余りの石炭が採掘され､今までに相当数の炭坑が閉鎖された.鞍山､本渓の鉄鉱石は､

埋蔵丑が多いが低品位で,採掘条件が悪いため割高となり､加工業の採算を悪化させている｡石炭ほ

とではないが､石rEhも衰退期に入っている｡高失業が特定地域に集中しており､とりわけ単一の国有

企業への依存度が高い都市､炭坑町の撫順市､鶴尚市.本渓鉄鋼会社の企業城下町の本渓市､林業不

損な大輿安普け也区などの失業問題が探刻である.資源型都市上位を占める地域は多いO共通するのは

単一の蓬莱､国有企菜に依存しており､高コスト構造になっていることである｡昔､その地域を支え

ていた国有企英の経営は悪化し､大正解雇をおこなったことから失業問題が発生した｡失業率は分母

に農村就業者も含めているが (丸川 【2006】.p3)､都市民だけを分母にした計算によれば､撫順市

329%､北票284%､阜新272%､鶏西220%､鶴南218%､となっている (丸川 ｢2006｣r中国労働市場
の構造変化と労働関連諸制度の改革課割 p5)

早新市の場合を見ると,籍天掘りの石炭とそれを利用した発冠を中心に､1950年代の5カ年計画期

に開発が進められたが､80年代から経済が停滞し.2000年には一時帰休者が156万人を記持し､全市
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の正規従某月の367%が一時帰休者になった｡そして､198万人 (市区人口の254%)が月156元の最

低生活保障ライン以下の貧困に陥った.この市は､1985年から ｢資源が枯渇した｣と訴え､2001年に

は ｢資源枯渇型都市転換実験都市｣に初めて指定された.以来,中央から72倍元のプロジェクトを獲

得した｡しかし可探塩蔵塁があるものの､問題は資源よりも鉱業企業が余剰人員の負担によって投資

余力がなくなっていることにあるようだ｡東川区の例を見てみよう｡ここは銅鉱山だったが､鉱山の

負依比率は245%にもなり､2001年に倒産.12000人の従業が解雇され､続いて市内の商業企業なども

相ついで倒産.鉱山は鋼会社買収されたが､新会社に雇用されたのは元従業月2000人と農民工2000人

であったC残った一時帰休者たちに対する市政府からの優遇措置はない｡失業者は他の都市に出稼ぎ

にいくが､結局は東川に舞い戻り生活保護を受ける方を選ぶ｡生活保護人口は､東川の都市人口の

270/Oに及ぶ｡2000年以降､資源型都市の失策率は,全国に比べて相対的に上昇し､また労働力の人口

に対する比率が急低下した｡

東北三省は化学工業基地であるが,中国全体が資源,エネルギーを国際市場に依存するようになっ

た現在､資源に隣接した重化学工業基地としての優位性も低下した｡匡】有企業の赤字が拡大し､収益

性も低下する一方､地方の財政の悪化で､投資が先細りし､設備の老朽化も加わって､江蘇､広東､

LLJ束､上海など東南沿海部に激しく追い上げられたOついには､国有企業数が減少し､倒産､合併 ･

吸収を進めた結果､失業者 ･一時帰休者が増加することとなったO

東北三省はまた､食耀生産基地としての役割を果たしており､全国の耕地面税に占める割合は18%､

大豆を含む食視生産丑に占める割合は14%と､名実ともに ｢中国の食糧庫｣である｡しかし.丑の確

保が至上命超とされた時代は過去のものとなり､今日では､虫より質が重視され､またいかに効率的

生産できるかが問われるようになっている.WTO加盟によって安価な食様が輸入されるようになれ

ば､東北の食視生産基地としての地位は打撃を受ける可能性があるO実際に､安い外国産穀物の輸入

が急増したことにより､最近東北産の大豆､ トウモロコシ､乗などの農産品の在庫が急増し､その価

格は5年前に比べ3割程度下がり､農民 ･農家に大きな打撃を与えている｡生活苦から周辺の都市に

出稼ぎに行くJB民を失業者としてカウントすると,第二次産薬の不振と第三次産業の未発達にあえぐ

東北三省各都市の失業率はもっと深刻になったであろうoLかし､農村労働者は失業者ときれておら

ず､また15億人ともいわれる農村の余剰労働力も失業率の統計にもちろん含まれていないo

(2)東北三省における所得格差問題の発生

東北三省は.国有企業に過度に依存する構造的欠陥により､民嘗企業 私営企業を育成する環境を

整えていなかったため､余剰人月の受け皿が少なく､いまだに中央に頼る意識も強い｡1990年代以降､

中国の産業構造は大きく変化し､商業､サ-ビス菜､金融業､情報業及び多くのハイテク産業の比重

が急激に上昇した｡しかし､東北三省の国有あるいは集団企業はこの変化に迅速に適応できず､逆に

技術や設備などの老朽化にもかかわらず､伝統的産業に固執し､その結果､経営状況はますます悪く
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なったO現在､生産停止などで一時帰休になった労働者の大部分は､これらのすでに衰退している産

業や業種に集中しているoさらに,社会や政府が行うべき社会保障を国有企業や集団が担っていたが､

東北三省の多く国有企業は建国初期に建設されたことから､すでに牡退職者が多く､企業にとって養

老年金給付の負担は重い｡そして､技術開発や新製品開発のための資金も不足しがちであるC本来な

らば､新たな産業を板興して労働者を吸収すればよいのだが､それができなかった｡東北三省各都市

では､大幅な従業員削減が行われ､都市住民の消費も冷え込んで,新たな産業を育ちにくい環境であ

ったQこうして､東北三省の多く都市は､不振というレベルにとどまらず､衰退の悪循環をたどった

のであるo東北三省のような高失業率地域における失業者 ･一時帰休者の生活は非常に厳しい0-時

帰休者には､多少の生活費が支給されるが.それだけでは食べていける額ではない｡さらに､全E]一

律の生活保障制度が整備されていないので､失業保険金や収低生活保障金を支給する財政の確保もで

きていない｡

表2 東北三省労働者平均月間給与 (単位 元)

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

遼寧省 734 845 972 1084 1245

吉林省 660 731 833 923 1036

出所 中国国家統計局 l各年版】｡

2000年から2004年までの東北三省労働者平均月間給与を見ると､労働者の所得は年々をわずかな増

加しているものの (表2)､年々増加した消費価格指数 (表3)に比べると､実際に生活水準は下が

っている｡

表3 都市住民消費価格指数 2000-2004 前年-100

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

稔指数 食品指数 絵指数 食品指数 稔指数 食品指数 稔指数 食品指数 絵指数 食品指数

全国 100_7 100.0 101.2 103.4 103.9 109,9

遼寧省 98.6 95.1 99.9 97.7 100.0 101.8 101_7 105.3 103.5 108.7

吉林省 98_0 95.3 98.6 95.9 101.3 101.3 101,2 104_0 104.1 100.2

異能江省 96.8 94,3 98.3 96_0 loo_8 101.9 100.9 103.3 103.8 108.8

北京 100_6 97.7 103.5 97.9 103.1 101.5 100_2 103_3 101.0 104.8

上海 101.5 97_6 102.5 98.1 100.0 loo.3 100.1 101_3 102_2 108.3

出所 中国韓家統計局 r各年版JD
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近年､東北地域とその他地域の発展速度の差が拡大している｡全国のGDPに占める東北三省の割

合が､2002年の111%から2005年の94%に落ち込んだ (中国国家統計局 【2006])o不良資産宅削ま減らず､

国有企業の振興も難しい｡｢都市資源枯渇型｣都市の産業転換が困難になっているので､失業の圧力

が大きく､定年退職人員が非常に多く､増大する社会保障費など多方面の問題に直面している｡その

結果､東北三省の貧困者が年々増えている､さらに､沿海地域と発展しはじめた西部と格差が拡大す

る傾向もみられている｡

以上､東北三省の貧困を生み出す経済的パノクグラウンドを整理すると､次の4点が指摘できる｡

1 社会保障問題 中国の社会保障の財源は､基本的に地方財源と企業に依存する制度である｡東

北三省の地方財政は,企業某紙の低迷､地域経済発展の遅れによって収入源に限界があるため､社

会保障財源の捻出は厳しいといえる0

2 ｢資源枯渇都市｣問題 森林工業､開墾､軍需産業,石炭産業に従事する貧困層は約500万人O

加えて､JBt村には大豊の余剰労働力､資源が枯渇した鉱山や破産した企菜の余剰人員が滞留してい

るO新規企業創出は財政的に杜しく､失業者の受け入れ皿がなかなか出てこない｡また､戸括制度

の存在は移住を困難にしている｡

3 匡楕~企業民営化問週 東北三省では､固有企業に依存する傾向が依然として強い (表4参照)｡

三省における国有企業数の企業全体に占める割合は､全国平均の486%より高かったoLかし､国

内線生産への寄与度は2002年でわずか115%にとどまった (上海市､および江蘇省､析江省の国内

総生産への寄与度は234%と東北の倍である)｡

表4 -定規榛以上の工業系企業の製品販売額の国有企業が占める割合

遼寧省 吉林省 異能江省 北京市 上海市 析江省 広東省 全回

2004年 61.3% 75.6% 80,5% 53.9% 39,7% ー1.8% 20_5% 38,0%

2005年 55.5% 67.4% 77.6% 53.1% 39.6% 16.5% 18.0% 34.4%

注 政府過半出資企業を含む｡2005年は各企菜の主要業務収入額を元に算出｡

出所 中国国家統計局【20071｡

4 新規産業の育成､外国投資の促進問題 東北三省では､市場経済化指数においても､遼寧省が

全国で第15位､吉林省が第20位､黒龍江省が第27位である (中寓統計局 【20061)D東北三省の国有

企業改革が遅れており､企菜は大.Lrの不良債権を抱えたままで､外国企業にとってみれば.工場進

出するインセンティブがない｡
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